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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成15年 
  12月１日 
至 平成16年 
  ５月31日

自 平成16年
  12月１日 
至 平成17年 
  ５月31日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  ５月31日

自 平成15年 
  12月１日 
至 平成16年 
  11月30日

自 平成16年
  12月１日 
至 平成17年 
  11月30日

売上高 (百万円) 37,127 40,333 42,801 73,654 77,667

経常利益 (百万円) 352 1,778 2,529 1,465 2,405

中間(当期)純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 47 889 1,332 △470 1,112

純資産額 (百万円) 25,037 24,229 24,658 23,932 23,939

総資産額 (百万円) 36,438 38,530 38,875 37,503 38,518

１株当たり純資産額 (円) 1,091.88 1,057.18 1,076.61 1,043.73 1,043.46

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
当期純損失(△)

(円) 2.07 38.83 58.16 △20.82 47.17

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 68.7 62.9 63.4 63.8 62.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,466 2,199 2,092 840 3,510

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △330 △893 △1,706 △764 △5,310

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,198 △582 △591 △2,900 △1,169

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 10,803 13,697 9,799 12,974 10,005

従業員数
(外、平均臨時従業員数)

(名)
1,089 
(3,553)

1,053
(3,798)

1,098
(4,038)

1,038 
(3,598)

1,029
(3,861)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社の１株当たり情報については、第五号様式記載上の注意(4)ｂただし書に基づき省略しておりま

す。 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成15年 
  12月１日 
至 平成16年 
  ５月31日

自 平成16年
  12月１日 
至 平成17年 
  ５月31日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  ５月31日

自 平成15年 
  12月１日 
至 平成16年 
  11月30日

自 平成16年
  12月１日 
至 平成17年 
  11月30日

売上高 (百万円) 35,073 38,209 40,417 69,853 73,621

経常利益 (百万円) 661 1,945 2,869 1,420 2,504

中間(当期)純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 230 988 1,525 △497 1,192

資本金 (百万円) 7,297 7,297 7,297 7,297 7,297

発行済株式総数 (千株) 22,983 22,983 22,983 22,983 22,983

純資産額 (百万円) 25,216 24,296 24,900 23,901 23,988

総資産額 (百万円) 35,719 37,526 37,875 36,686 37,911

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 25.00 25.00 25.00 50.00 50.00

自己資本比率 (％) 70.6 64.7 65.7 65.1 63.3

従業員数
(外、平均臨時従業員数)

(名)
1,085 
(3,552)

1,050
(3,797)

1,095
(4,037)

1,035 
(3,597)

1,026
(3,860)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年５月31日現在 

 
(注) 従業員数は社員を対象としたもので、執行役員(４名)、嘱託(10名)、契約社員(21名)、受入出向社員 (２名)、

派遣出向社員(３名)は含んでおりません。また、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員(１日

８時間換算)を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年５月31日現在 

 
(注) 従業員数は社員を対象としたもので、執行役員(４名)、嘱託(９名)、契約社員(21名)、受入出向社員(２名)、

派遣出向社員(５名)は含んでおりません。また、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員(１日８時

間換算)を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には平成18年5月18日に結成された日本ケンタッキーフライドチキン労働組合があります。労使

関係については、良好な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

チキン関連事業
659

(2,401)

ピザ関連事業
332

(1,621)

全社共通
107
(16)

合計
1,098
(4,038)

従業員数(名)
1,095
(4,037)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善や需要の増加を背景にした設備投資の増加に加

え、雇用や所得環境の改善により個人消費も緩やかに増加し、景気回復が続いています。しかしなが

ら、原油価格の高騰の長期化が企業収益や家計に与える影響など先行きの不透明感は残っています。 

 外食業界におきましては、食の安全性にかかわる問題、顧客獲得に向けた外食企業間競争の激化、中

食マーケットとの競合、さらには労働力不足などにより依然として厳しい経営環境におかれています。

 こうした環境の中で、当社は前連結会計年度（平成17年11月期）が最終年度となる中期計画「Big4」

の成果を受け、今後の中期的発展のために、新3ヵ年計画として、「KFC事業の拡充」、「ピザハット事

業の躍進」、「新しいマーケット開拓」、「人材育成と組織能力の更なる向上」の4つの課題を「Step 

Up 2008」として定め、全社をあげてその実現に向けての取り組みに着手しました。 

 前連結会計年度（平成17年11月期）においては、平成16年に国の内外で発生した鳥インフルエンザの

影響を克服し売上・利益とも大きな成果をあげ、当中間連結会計期間はこの成果をうけ、KFC、ピザハ

ットともさらに積極的な営業・マーケティング活動や新商品の開発、店舗イメージの改善や店舗展開に

取り組みました。 

 この結果、当グループ（当社及び連結子会社）の当中間連結会計期間の連結の業績は、売上高は428

億1百万円（前年同期比6.1%増）、営業利益は24億7千7百万円（同45.9%増）、経常利益は25億2千9百万

円（同42.3%増）となり、中間純利益は、13億3千2百万円（同49.7%増）となりました。 

  

① チキン関連事業 

KFC事業は、前連結会計年度の成果を受け、引き続き当社の基幹商品であるオリジナルレシピの骨付

きチキンの販売を強化するとともに新商品の開発にも積極的に取り組み、また、新しい客層を開拓する

マーケティング戦略を利用形態別や価格帯別に分けてきめ細かく展開し、大きな成果をあげることがで

きました。 

 さらに当中間連結会計期間において、新しい店舗コンセプトやシステムの実験も継続し、その成果を

新店や改装店舗にも積極的に反映させております。さらにKFCとピザハットの二つのブランドを合体さ

せた新店舗コンセプト「2in1」店舗の開発に着手し、6月1日にはその1号店を埼玉県戸田市北戸田に出

店しました。 

 また、お客様満足度の向上をめざし取り組んできたCHAMPSプログラム（注1）活動と真にお客様に満

足していただけるようなおもてなしを実践するカスタマー・マニア運動（注2）を引き続き強化してま

いりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は324億7千1百万円（前年同期比3.2%増）、営業利益は22億9

千9百万円（同15.1%増）となりました。 



（注）1 CHAMPS 

C - Cleanliness : 清潔な店舗と身だしなみでお迎えします 

H - Hospitality : 温かいおもてなしの心で接客にあたります 

A - Accuracy of orders : ご注文には正確に対応します 

M - Maintenance of facilities : 店舗施設は最良の状態にします 

P - Product quality : 商品はつねにおいしく安全に提供します 

S - Speed of service : 快適なスピードを心がけます 

の頭文字を組み合わせた言葉で、お客様の視点から店舗を評価・改善するプログラムです。 

（注）2 カスタマー・マニア運動とは 

CHAMPSの成果をうけ、よりお客様に熱狂的になろうという運動です。お客様をお待ちするだ

けでなく、お客様との感動を共有しようという運動であり、そのために当社では、商品・施

設・サービス・システム、そして我々自身にも磨きをかけようとしております。 

すばらしいレストランになるため、 

①CHAMPS運動を着実に実践します 

②仲間の能力を最優先に信頼し、最大限に引き出します 

③カスタマー・マニアとしての高い意識付けをし、行動に結び付けます 

④一人ひとりが運動の主役として、明確なリーダーシップを持ち教育を実践します 

⑤CHAMPSも財務諸表もハイレベルでバランスのとれた店舗運営を実現します 

をモットーに、活動を続けています。 

  

② ピザ関連事業 

ピザハット事業は、わが国の宅配ピザ市場が頭打ちになる一方で、競争は一層激化している厳しい

環境が継続しておりますが、引き続き他ブランドに対する優位性を持つために効果的なマーケティン

グ活動の実施や新商品の開発、お客様にできたてピザを速く届けるオペレーションの一層の改善と新

開発のクラスト（生地）の「こんがりソーセージクラスト」の成功により、売上・利益とも大幅な改

善がありました。 

 さらにKFC事業と同様にお客様満足度の向上をめざしてCHAMPSプログラム活動の積極的展開と、カ

スタマー・マニア運動を強化してまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は103億2千9百万円（前年同期比16.4%増）、営業利益は1

億7千7百万円（前中間連結会計期間は3億円の営業損失）となりました。 

  

③ 店舗展開 

KFC事業では、不採算店舗を整理するとともに新しい立地を積極的に獲得するスクラップアンドビ

ルドを更にすすめ、また出店や改装にあたっては新しい内外装によるイメージの刷新にも努め、また

ピザハット事業は全国展開を視野に入れつつ新規出店に取り組みましたが、いずれも採算性を慎重に

検討した結果、当中間連結会計期間のフランチャイズを含むチェーン全体の出店は、KFCは12店、ピ

ザハットは3店、合計15店となりました。一方で不採算店などの閉店を行ったため、当中間連結会計

期間末のチェーン全体の店舗数は、KFC1,141店（対前期末12店減）、ピザハット344店（同4店減）、

合計1,485店（同16店減）となりました。 

  



④ サポートセンター(本社) 

サポートセンター部門では、引き続き経営効率と諸経費の抑制に努めましたが、一方で「Step Up 

2008」に基づく業容拡大のために引き続き人材の強化と社員教育の充実をはかり、また情報システム

関連投資を強化しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は20億9千2百万円増加（前年同期比4.9%減）いたしました。

その内訳は、税金等調整前中間純利益及び減価償却等によるものであります。 

 一方、「投資活動によるキャッシュ・フロー」は有価証券及び有形固定資産の取得等により、17億6

百万円減少（同91.0%増）いたしました。 

 また、「財務活動によるキャッシュ・フロー」は配当金の支払い等により、5億9千1百万円減少（同

1.5%増）いたしました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物中間期末残高は、前連結会計年度末と比べて2億5百万円減少し、97

億9千9百万円となりました。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

チキン関連事業 17,760 100.4

ピザ関連事業 3,962 110.3

合計 21,722 102.1

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

チキン関連事業 32,471 103.2

ピザ関連事業 10,329 116.4

合計 42,801 106.1



３ 【対処すべき課題】 

現在のわが国経済は、最悪期を脱し、上昇の過程にありますが、外食産業を取り巻く経営環境は、既存

市場の変化と縮小、消費の多様化、競合の激化などもあり、予断を許さぬものがあります。 

こうした環境下ではありますが、当グループ（当社及び連結子会社）は新3ヵ年計画「Step Up 2008」の4

項目の実現を重点課題として対処してまいります。 

（1）KFC事業の拡充 

お客様の望む食の機会の提供と新しいお客様を開拓するマーケティング戦略、お客様が期待する

チキンエキスパートとしての商品戦略、お客様の満足度向上のためのカスタマー・マニア運動の徹

底と従業員教育・トレーニング強化等、質を高めるオペレーション戦略、お客様のニーズに応える

出店戦略、お客様に安心を与える素材戦略などにより、当グループの基幹事業であるKFC事業を拡充

させます。 

（2）ピザハット事業の躍進 

宅配ピザにおける他ブランドに対する優位性を持つドミナント（支配的商圏）形成のための集中

出店とメディアの効果的投入によるピザハット事業の拡大戦略であるドラゴンプロジェクトに基づ

き出店を強化、お客様にできたて、あつあつのピザを約束した時間にスピーディーに届けるオペレ

ーションの確立、お客様にクラストエキスパートとして新クラストを提供していく等の戦略により

ピザハット事業を躍進させます。 

（3）新しいマーケット開拓 

KFC、ピザハットの更なる成長発展のために、KFCとピザハットの複合出店（2in1コンセプト）、

既存事業を活用したコンセプトおよび新しいイメージ（内外装・メニュー）の店舗を開発し積極的

に実験を行い、成功をめざします。また、引き続き新ブランド開発・導入の検討をしてまいりま

す。 

（4）人材育成と組織能力の更なる向上 

当グループを、真にお客様本位のグループとし、そのためにも常に人材開発・能力向上に注力

し、また情熱と責任感を持ち、お客様の期待に応えられる能力と文化を持ったグループにします。

また、お客様とのコミュニケーション強化の一環としてCSR（企業の社会的責任）能力の向上や監

査・コンプライアンス体制構築、リスク・マネジメント体制構築への取り組みを強化してまいりま

す。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修について完

了したものは、次のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の改修等 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月 資金調達方法

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連事業 新規出店店舗 343
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連事業 新規出店店舗 36
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連事業 コンピューター関連 100
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

その他 コンピューター関連 9
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金

㈱ケイ・アド チキン関連事業 コンピューター関連 2
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金

㈱ケイ・アド ピザ関連事業 コンピューター関連 7
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金

会社名
事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月 資金調達方法

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連事業
ケンタッキーフライドチ
キン玉津店他 
内外装改修

459
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連事業
ピザハット元住吉店他
内外装改修

132
平成17年12月～
平成18年5月

自己資金



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款の定めは次のとおりとなっております。 

「当会社の発行する株式の総数は、49,953,000株とする。 

但し、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。」 

なお、会社法施行に伴い、株式の消却が行われた場合の定めが失効しております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,953,000

計 49,953,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年５月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年８月24日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 22,983,000 22,983,000
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 22,983,000 22,983,000 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年５月31日現在 

 
(注) 当社は、平成18年５月31日現在自己株式を79千株(0.34%)所有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年12月１日 
    ～ 
平成18年５月31日

― 22,983,000 ― 7,297 ― 10,430

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ケンタッキーフライドチキンコ
ーポレートホールディングリミ
テッド 
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

米国デラウェア州ウィルミントン市スィート
1224 ノースマーケットストリート1105

(品川区東品川２丁目３―14)
7,151 31.11

三菱商事株式会社 千代田区丸の内２丁目３─１ 7,150 31.11

日本ケンタッキーフライドチキ
ンフランチャイズオーナー持株
会

渋谷区恵比寿南１丁目15－１ JT恵比寿南ビ
ル

230 1.00

株式会社三菱東京UFJ銀行 千代田区丸の内２丁目７―１ 198 0.86

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

千代田区丸の内２丁目１―１
(中央区晴海１丁目８―12 晴海アイランド
トリトンスクエアZ棟)

110 0.48

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口)

中央区晴海１丁目８－11 83 0.36

大和証券株式会社株式ミニ投資
口

千代田区大手町２丁目６―４ 76 0.33

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

千代田区内幸町１丁目１―５
(中央区晴海１丁目８―12 晴海アイランド
トリトンスクエアZ棟)

69 0.30

キユーピー株式会社 渋谷区渋谷１丁目４―13 67 0.29

東京海上日動火災保険株式会社 千代田区丸の内１丁目２-１ 66 0.29

計 ― 15,201 66.14



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年５月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株及び当社所有の自己株式が123株含

まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年５月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 79,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,678,000
22,678 同上

単元未満株式
普通株式

226,000
― 同上

発行済株式総数 22,983,000 ― ―

総株主の議決権 ― 22,678 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本ケンタッキー・ 
フライド・チキン 
株式会社

東京都渋谷区恵比寿南 
一丁目15番１号

79,000 ─ 79,000 0.34

計 ― 79,000 ─ 79,000 0.34



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

  

月別 平成17年12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 2,155 2,195 2,195 2,200 2,270 2,255

最低(円) 2,095 2,100 2,100 2,100 2,190 2,125



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成16年12月１日から平成17年５月31日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成16年12月１日から平成17年５月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年12月１日から平成17年

５月31日まで)及び前中間会計期間(平成16年12月１日から平成17年５月31日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)及び当中間会計期間(平成17年12月１日から平成18年

５月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年５月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 13,697 10,099 10,505

   売掛金 2,543 2,632 2,540

   有価証券 ─ 999 ─

   たな卸資産 638 692 825

   短期貸付金 ─ 2,019 2,044

   その他 1,634 1,517 1,387

   貸倒引当金 △175 △187 △198

   流動資産合計 18,339 47.6 17,774 45.7 17,105 44.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

    建物及び構築物 3,784 3,936 3,985

    土地 3,764 3,763 3,763

    その他 1,667 9,217 1,771 9,471 1,717 9,466

 ２ 無形固定資産 671 746 717

 ３ 投資その他の資産

    差入保証金 7,682 7,549 7,649

    その他 3,560 4,097 4,371

    貸倒引当金 △941 10,302 △764 10,882 △792 11,229

   固定資産合計 20,190 52.4 21,100 54.3 21,412 55.6

   資産合計 38,530 100.0 38,875 100.0 38,518 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年５月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   買掛金 5,781 5,611 5,747

   未払金 2,781 3,183 3,001

   その他 3,048 2,975 3,248

   流動負債合計 11,611 30.1 11,770 30.3 11,997 31.1

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 1,868 1,900 1,908

   役員退職慰労引当金 65 72 72

   ポイント引当金 30 60 46

   その他 725 412 554

   固定負債合計 2,689 7.0 2,445 6.3 2,581 6.7

   負債合計 14,300 37.1 14,216 36.6 14,578 37.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 7,297 18.9 ― ― 7,297 19.0

Ⅱ 資本剰余金 10,430 27.1 ― ― 10,430 27.1

Ⅲ 利益剰余金 6,651 17.3 ― ― 6,301 16.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

10 0.0 ― ― 85 0.2

Ⅴ 自己株式 △160 △0.4 ― ― △175 △0.5

   資本合計 24,229 62.9 ― ― 23,939 62.2

   負債及び資本合計 38,530 100.0 ― ― 38,518 100.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ─ 7,297 18.8 ─

 ２ 資本剰余金 ─ 10,430 26.8 ─

 ３ 利益剰余金 ─ 7,029 18.1 ─

 ４ 自己株式 ─ △192 △0.5 ─

   株主資本合計 ─ 24,564 63.2 ─

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

─ 94 0.2 ─

   評価・換算差額等 
   合計

─ 94 0.2 ─

   純資産合計 ─ 24,658 63.4 ─

   負債純資産合計 ─ 38,875 100.0 ─



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   売上高 36,700 38,948 70,736

   その他営業収入 3,632 40,333 100.0 3,852 42,801 100.0 6,930 77,667 100.0

Ⅱ 売上原価

   売上原価 18,318 18,959 35,171

   その他売上原価 2,657 20,975 52.0 2,919 21,879 51.1 4,952 40,124 51.7

   売上総利益 19,357 48.0 20,921 48.9 37,543 48.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 17,660 43.8 18,444 43.1 35,293 45.4

   営業利益 1,697 4.2 2,477 5.8 2,249 2.9

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 13 4 16

   受取配当金 0 0 3

   賃貸料 53 46 98

   その他 15 83 0.2 4 55 0.1 42 160 0.2

Ⅴ 営業外費用 2 0.0 3 0.0 4 0.0

   経常利益 1,778 4.4 2,529 5.9 2,405 3.1

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※２ 1 0 7

   営業権売却益 ― ─ 14

   店舗営業補償金 ― 12 ─

   保険差益 ― ─ 24

   貸倒引当金戻入 ― 25 ─

   その他 1 3 0.0 0 39 0.1 8 54 0.1

Ⅶ 特別損失

   固定資産除却損 ※３ 78 111 147

   店舗閉鎖損失 62 83 107

   会員権評価損 ― ─ 15

   その他 1 142 0.3 2 197 0.5 23 293 0.4

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,638 4.1 2,372 5.5 2,166 2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,148 1,099 1,132

   法人税等調整額 △399 748 1.9 △60 1,039 2.4 △78 1,053 1.4

   中間(当期)純利益 889 2.2 1,332 3.1 1,112 1.4



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 10,430 10,430

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

10,430 10,430

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 6,341 6,341

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 889 889 1,112 1,112

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 573 1,146

   役員賞与 6 579 6 1,152

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

6,651 6,301

株主資本 評価・換算差額等

純資産
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本 
その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計
合計 合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成17年11月30日残高 7,297 10,430 6,301 △175 23,853 85 85 23,939

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △572 △572 ─ △572

  役員賞与 △31 △31 ─ △31

 中間純利益 1,332 1,332 ─ 1,332

 自己株式の取得 △17 △17 ─ △17

 株主資本以外の項目の 

 中間連結会計期間中の変動額 

 (純額)

─ 8 8 8

中間連結会計期間中の変動額合計 ─ ─ 727 △17 710 8 8 719

平成18年5月31日残高 7,297 10,430 7,029 △192 24,564 94 94 24,658



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  税金等調整前中間(当期)純利益 1,638 2,372 2,166

  減価償却費等 795 819 1,704

  有形固定資産除売却損 78 111 147

  貸倒引当金の増減額 207 △38 95

  退職給付引当金の増減額 23 △7 63

  役員退職慰労引当金の増減額 △7 0 △0

  ポイント引当金の増減額 30 13 46

  受取利息及び受取配当金 △13 △5 △20

  売上債権の増減額 △69 △69 317

  たな卸資産の増減額 △345 133 △532

  仕入債務の増減額 203 △136 169

  未払金の増減額 △163 457 △282

  前受収益金の増減額 △6 △92 △234

  未払消費税等の増減額 112 94 102

  有形固定資産売却益 △1 △0 △7

  保険差益 ─ ─ △24

  役員賞与支払額 △6 △31 △6

  その他 △537 △701 △188

    小計 1,936 2,918 3,517

  利息及び配当金の受取額 13 5 19

  火災保険収入 ― ─ 26

  法人税等の支払額 △82 △830 △383

  法人税等の還付額 331 ─ 331

  営業活動によるキャッシュ・フロー 2,199 2,092 3,510

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  長期預金の預入による支出 ─ ─ △1,000

  定期預金の預入による支出 ─ △300 △2,000

  定期預金の払戻による収入 ─ 500 1,500

  有価証券の取得による支出 ― △999 ―

  投資有価証券の取得による支出 ─ △199 △149

  有形固定資産の取得による支出 △1,053 △1,097 △1,799

  有形固定資産の売却による収入 9 32 34 

  無形固定資産の取得による支出 △28 △123 △182

  貸付による支出 △9 △5 △2,037

  貸付金の回収による収入 50 39 65 

  保証金・敷金の支出 △79 △100 △217

  保証金・敷金の解約による収入 218 171 458 

  出資金の回収による収入 ─ 375 ─

  その他 0 0 16 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △893 △1,706 △5,310

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  自己株式の取得による支出 △10 △17 △24

  配当金の支払額 △572 △573 △1,144

  財務活動によるキャッシュ・フロー △582 △591 △1,169

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 723 △205 △2,969

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 12,974 10,005 12,974

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 13,697 9,799 10,005



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数……１社

   ㈱ケイ・アドであります。

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数……１社

   ㈱ケイ・アドであります。

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数……１社

   ㈱ケイ・アドであります。

２ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社１社㈱ケイ・アドの

中間決算日は４月末日でありま

す。

  中間連結財務諸表の作成に当た

っては連結子会社の中間決算日

現在の財務諸表を使用しており

ますが、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について連

結上必要な調整を行っておりま

す。

２ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

２ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  連結子会社１社㈱ケイ・アドの

決算日は10月末日であります。

  連結財務諸表の作成に当たって

は連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しておりますが、

連結決算日との間に生じた重要

な取引について連結上必要な調

整を行っております。

３ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

     その他有価証券 

時価のあるものについて

は、中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算

定)、時価のないものにつ

いては、移動平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

なお、取得原価と債券金額

との差額の性格が金利の調

整と認められるものについ

ては、償却原価法を採用し

ております。

３ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

   a 満期保有目的の債券

        償却原価法（定額法）を採

用しております。

   b その他有価証券 

時価のあるものについて

は、中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算

定)、時価のないものにつ

いては、移動平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

なお、取得原価と債券金額

との差額の性格が金利の調

整と認められるものについ

ては、償却原価法を採用し

ております。

３ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

   a 満期保有目的の債券

        償却原価法（定額法）を採

用しております。

   b その他有価証券 

時価のあるものについて

は、連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算

定)、時価のないものにつ

いては、移動平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

なお、取得原価と債券金額

との差額の性格が金利の調

整と認められるものについ

ては、償却原価法を採用し

ております。

  ② たな卸資産

    原材料のうち鶏肉について

は先入先出法による低価

法、それ以外のたな卸資産

については先入先出法によ

る原価法によっておりま

す。

  ② たな卸資産

同左

  ② たな卸資産

同左



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    定率法を採用しておりま

す。

    なお主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び 
構築物

７年～20年

機械装置及び 
運搬具

３年～９年

工具器具 
備品

５年～９年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

  ② 無形固定資産

    定額法を採用しておりま

す。

    また、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。

  ② 無形固定資産

同左

  ② 無形固定資産

同左

  ③ 長期前払費用

    定額法を採用しておりま

す。

  ③ 長期前払費用

同左

  ③ 長期前払費用

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    売掛債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権及び破産更生債

権等については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。

    また、数理計算上の差異

は、その発生時の翌連結会

計年度に一括損益処理する

こととしております。

  ② 退職給付引当金

同左

  ② 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、計上しており

ます。

    また、数理計算上の差異

は、その発生時の翌連結会

計年度に一括損益処理する

こととしております。

  ③ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。

  ③ 役員退職慰労引当金

同左

  ③ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

  ④ ポイント引当金

    販売促進を目的とするポイ

ントシステム制度に基づ

き、顧客に付与したポイン

トの利用に備えるため、当

中間連結会計期間末におい

て将来利用されると見込ま

れる額を計上しておりま

す。なおこれは、当中間連

結会計期間よりピザハット

のポイント制を開始したこ

とに伴い計上したものであ

ります。

  ④ ポイント引当金

    販売促進を目的とするポイ

ントシステム制度に基づ

き、顧客に付与したポイン

トの利用に備えるため、当

中間連結会計期間末におい

て将来利用されると見込ま

れる額を計上しておりま

す。

    

  ④ ポイント引当金

    販売促進を目的とするポイ

ントシステム制度に基づ

き、顧客に付与したポイン

トの利用に備えるため、当

連結会計年度末において将

来利用されると見込まれる

額を計上しております。な

おこれは、当連結会計年度

よりピザハットのポイント

制を開始したことに伴い計

上したものであります。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が、借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については通常の賃貸借

取引に係る方式に準じた会計

処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   消費税および地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

４ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない、取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなります。

４ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

４ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない、取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなります。



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

────── 

 

 

 

 

 

 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第4号)を適用しておりま

す。  

  これによる損益に与える影響はあ

りません。

────── 

 

 

 

 

 

 

 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針

第8号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は24,658百万円でありま

す。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

────── 

   

(中間連結貸借対照表)

 前中間連結会計期間まで流動資産「その他」に含めて

表示しておりました「短期貸付金」については、総資産

に対する重要性が増したため、区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「短期貸付金」は、39百

万円であります。



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から 

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が74百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、74百万円減少しております。

──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が137百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が、137百万円減少しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年５月31日)

当中間連結会計期間末
(平成18年５月31日)

前連結会計年度末 
(平成17年11月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      17,929百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額           17,226百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額          17,718百万円

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

※１ 販売費及び一般管理費中の主

な費目及び金額

減価償却費 731百万円

貸倒引当金繰入
額

207百万円

退職給付費用 150百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

7百万円

諸給与金 7,888百万円

地代・家賃 2,173百万円

広告宣伝費 2,181百万円

ポイント引当金
繰入額

30百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費中の主

な費目及び金額

減価償却費 767百万円

退職給付費用 152百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

20百万円

諸給与金 8,401百万円

地代・家賃 2,217百万円

広告宣伝費 2,410百万円

ポイント引当金
繰入額

13百万円

※１ 販売費及び一般管理費中の主

な費用及び金額

減価償却費 1,585百万円

貸倒引当金
繰入額

259百万円

退職給付費用 301百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

13百万円

諸給与金 15,661百万円

地代・家賃 4,379百万円

広告宣伝費 4,226百万円

ポイント引当金

繰入額
46百万円

※２ 固定資産売却益

   固定資産売却益１百万円は、

店舗設備及び車両運搬具の売却

益であります。

※２ 固定資産売却益

     固定資産売却益０百万円は、

店舗設備の売却益であります。

※２ 固定資産売却益

   固定資産売却益７百万円は、

店舗設備の売却益であります。

※３ 固定資産除却損

   固定資産除却損78百万円は、

店舗設備の除却によるものであ

ります。

※３ 固定資産除却損

    固定資産除却損111百万円

は、店舗設備の除却によるもの

であります。

※３ 固定資産除却損

    固定資産除却損147百万円

は、店舗設備の除却によるもの

であります。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年12月1日 至 平成18年5月31日） 

 

 
  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 22,983,000 ─ ─ 22,983,000

(変動事由の概要)

 発行済株式数に変動はありません。

2. 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 71,001 8,122 ─ 79,123

(変動事由の概要)

 増加数の内訳は、次の通りであります。

   単元未満株式の買取による増加 8,122株

3. 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額 1株当たり配当額

基準日 効力発生日
(百万円) (円)

平成18年2月23日
普通株式 572 25.00 平成17年11月30日 平成18年2月24日

定時株主総会

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

配当の原資
1株当たり

基準日 効力発生日
(百万円) 配当額(円)

平成18年7月20日
普通株式 572 利益剰余金 25.00 平成18年5月31日 平成18年8月7日

取締役会

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 13,697百万円

現金及び現金
同等物

13,697百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 10,099百万円

預入期間３ヶ月
超の定期預金

△ 300百万円

現金及び現金同
等物

9,799百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係

現金及び預金 10,505百万円

預入期間３ヶ月
超の定期預金

△ 500百万円

現金及び現金
同等物

10,005百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品 
(百万円)

取得価額相当額 623

減価償却累計額相当額 371

中間期末残高相当額 252

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品
(百万円)

取得価額相当額 562

減価償却累計額相当額 385

中間期末残高相当額 176

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具備品 
(百万円)

取得価額相当額 621

減価償却累計額相当額 392

期末残高相当額 228

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 134百万円

１年超 125百万円

合計 260百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 107百万円

１年超 76百万円

合計 183百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 119百万円

１年超 116百万円

合計 235百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 81百万円

減価償却費相当額 76百万円

支払利息相当額 4百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 75百万円

減価償却費相当額 70百万円

支払利息相当額 4百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 158百万円

減価償却費相当額 148百万円

支払利息相当額 9百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 29百万円

１年超 15百万円

合計 45百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 20百万円

１年超 1百万円

合計 21百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 29百万円

１年超 0百万円

合計 30百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない主な有価証券 
  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年５月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価のない主な有価証券 

  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他有価証券

 株式 278 296 17

計 278 296 17

その他有価証券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

 非上場株式 29

計 29

 
 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 349 346 △ 3

合計 349 346 △ 3

 
 

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 278 438 160

合計 278 438 160

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 29

 コマーシャルペーパー 999

合計 1,028



前連結会計年度末(平成17年11月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価のない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自 平成16年12月１日 至 平成17年５月31日）、当中間連結会計期間（自

平成17年12月１日 至 平成18年５月31日）及び前連結会計年度（自 平成16年12月１日 至 平成

17年11月30日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

時価（百万円） 差額(百万円)

国債・地方債等 149 149 △0

合計 149 149 △0

取得原価(百万円) 連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 278 423 145

合計 278 423 145

連結貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 29

合計 29



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年12月１日 至 平成17年５月31日） 
  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、チキン関連事業、ピザ関連事業に区分して

おります。 

２ 事業区分及び各区分に属する主要な製品等の名称 

 
  

当中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 
  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、チキン関連事業、ピザ関連事業に区分して

おります。 

２ 事業区分及び各区分に属する主要な製品等の名称 

チキン 
関連事業 
(百万円)

ピザ
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

31,458 8,875 40,333 ― 40,333

 (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― ― ― (―) ―

計 31,458 8,875 40,333 (―) 40,333

  営業費用 29,460 9,175 38,636 (―) 38,636

  営業利益又は 
   営業損失（△）

1,997 △300 1,697 (―) 1,697

事業区分 区分に属する主要な製品等の名称

チキン関連事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材並びにカッ
プ、パッケージ等の包装資材、チキンにかかわるラ
イセンス料、チキン関連の広告宣伝等

ピザ関連事業
ピザ、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケー
ジ等の包装資材、ピザにかかわるライセンス料、ピ
ザ関連の広告宣伝等

チキン 
関連事業 
(百万円)

ピザ
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

32,471 10,329 42,801 ─ 42,801

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ─ ─ (―) ─

計 32,471 10,329 42,801 (―) 42,801

  営業費用 30,171 10,152 40,323 (―) 40,323

  営業利益 2,299 177 2,477 (―) 2,477

事業区分 区分に属する主要な製品等の名称

チキン関連事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材並びにカッ
プ、パッケージ等の包装資材、チキンにかかわるラ
イセンス料、チキン関連の広告宣伝等

ピザ関連事業
ピザ、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケー
ジ等の包装資材、ピザにかかわるライセンス料、ピ
ザ関連の広告宣伝等



前連結会計年度（自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日） 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、チキン関連事業、ピザ関連事業に区分して

おります。 

２ 事業区分及び各区分に属する主要な製品等の名称 

 
  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年12月１日 至 平成17年５月31日)、当中間連結会計期間(自 平

成17年12月１日 至 平成18年５月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年12月１日 至 平成17年11

月30日) 

 当社グループは本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な支店がないため、該当事項

はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年12月１日 至 平成17年５月31日)、当中間連結会計期間(自 平

成17年12月１日 至 平成18年５月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年12月１日 至 平成17年11

月30日) 

 当社グループは海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

チキン 
関連事業 
(百万円)

ピザ
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

60,496 17,171 77,667 ─ 77,667

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ─ ─ (―) ─

計 60,496 17,171 77,667 (―) 77,667

  営業費用 57,406 18,010 75,417 (―) 75,417

  営業利益又は  
   営業損失（△）

3,089 △839 2,249 (―) 2,249

事業区分 区分に属する主要な製品等の名称

チキン関連事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材並びにカッ
プ、パッケージ等の包装資材、チキンにかかわるラ
イセンス料、チキン関連の広告宣伝等

ピザ関連事業
ピザ、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケー
ジ等の包装資材、ピザにかかわるライセンス料、ピ
ザ関連の広告宣伝等



(１株当たり情報) 

  

 
(注）算定上の基礎 

  １．１株当たり純資産額 

 
  

 ２．１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年12月１日 
  至 平成17年11月30日)

１株当たり純資産額 1,057.18円 １株当たり純資産額 1,076.61円 １株当たり純資産額 1,043.46円

１株当たり中間純利益 38.83円 １株当たり中間純利益 58.16円 １株当たり当期純利益 47.17円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益ついては、潜在株式がないた

め記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

項目

前中間連結会計期間 

(自 平成16年12月１日 

  至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年12月１日 

  至 平成18年５月31日)

前連結会計年度 

(自 平成16年12月１日 

  至 平成17年11月30日)

中間連結貸借対照表の純資

産の部の合計額
─ 24,658百万円 ─

普通株式に係る純資産額 ─ 24,658百万円 ─

中間連結貸借対照表の純資

産の部の合計額と１株当た

り純資産額の算定に用いら

れた普通株式に係る中間連

結会計期間末の純資産との

差額

─ ─ ─

普通株式の発行済株式数 ─ 22,983,000株 ─

普通株式の自己株式数 ─ 79,123株 ─

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数
─ 22,903,877株 ─

項目

前中間連結会計期間 

(自 平成16年12月１日 

  至 平成17年５月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年12月１日 

  至 平成18年５月31日)

前連結会計年度 

(自 平成16年12月１日 

  至 平成17年11月30日)

中間連結損益計算書上の中

間(当期)純利益
889百万円 1,332百万円 1,112百万円

普通株式に係る中間(当期)

純利益
889百万円 1,332百万円 1,081百万円

普通株主に帰属しない金額

の主要な内訳

利益処分による役員賞与 ─ ─ 31百万円

普通株式の期中平均株式数 22,920,569株 22,907,062株 22,917,817株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 
  

前中間会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間会計期間末

(平成18年５月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 13,302 9,798 10,242

   売掛金 2,197 2,287 2,288

   有価証券 ─ 999 ─

   たな卸資産 624 661 860

   短期貸付金 ─ 2,019 2,044

   その他 1,368 1,186 1,246

   貸倒引当金 △153 △ 165 △ 177

   流動資産合計 17,339 46.2 16,787 44.3 16,505 43.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

    建物 3,784 3,936 3,985

    機械及び装置 446 490 487

    工具器具備品 972 976 1,007

    土地 3,764 3,763 3,763

    その他 247 303 222

   有形固定資産合計 9,216 9,471 9,465

 ２ 無形固定資産 662 725 705

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 325 816 602

    差入保証金 7,682 7,549 7,649

    その他 3,231 3,277 3,763

    貸倒引当金 △931 △ 752 △ 780

   投資その他の資産 
   合計

10,308 10,891 11,235

   固定資産合計 20,187 53.8 21,088 55.7 21,406 56.5

   資産合計 37,526 100.0 37,875 100.0 37,911 100.0



  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間会計期間末

(平成18年５月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   買掛金 5,807 5,632 5,800

   未払金 1,831 2,063 2,369

   未払法人税等 1,222 1,179 969

   未払費用 1,004 902 1,474

   その他 ※２ 675 754 730

   流動負債合計 10,541 28.1 10,531 27.8 11,343 29.9

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 1,867 1,899 1,907

   役員退職慰労引当金 65 72 72

   ポイント引当金 30 60 46

   その他 725 412 554

   固定負債合計 2,688 7.2 2,444 6.5 2,580 6.8

   負債合計 13,229 35.3 12,975 34.3 13,923 36.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 7,297 19.4 ― ― 7,297 19.3

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 10,430 ― 10,430

 ２ その他資本剰余金 0 ― 0

   資本剰余金合計 10,430 27.8 ― ― 10,430 27.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,224 ― 1,224

 ２ 任意積立金 3,000 ― 3,000

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

2,494 ― 2,125

   利益剰余金合計 6,719 17.9 ― ― 6,350 16.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

10 0.0 ― ― 85 0.2

Ⅴ 自己株式 △160 △0.4 ― ― △ 175 △0.5

   資本合計 24,296 64.7 ― ― 23,988 63.3

   負債資本合計 37,526 100.0 ― ― 37,911 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間会計期間末

(平成18年５月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ─ 7,297 19.3 ― ─

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 10,430 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 0 ―

   資本剰余金合計 ― ─ 10,430 27.5 ― ─

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,224 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 3,000 ―

    繰越利益剰余金 ― 3,045 ―

   利益剰余金合計 ― ─ 7,270 19.2 ― ─

 ４ 自己株式 ― ─ △ 192 △0.5 ― ─

   株主資本合計 ― ─ 24,805 65.5 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 94 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ─ 94 0.2 ― ─

   純資産合計 ― ─ 24,900 65.7 ― ─

   負債純資産合計 ― ─ 37,875 100.0 ― ─



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 38,209 100.0 40,417 100.0 73,621 100.0

Ⅱ 売上原価 18,693 48.9 19,199 47.5 35,818 48.7

   売上総利益 19,515 51.1 21,218 52.5 37,803 51.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 17,651 46.2 18,400 45.5 35,454 48.1

   営業利益 1,864 4.9 2,817 7.0 2,349 3.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 83 0.2 55 0.1 160 0.2

Ⅴ 営業外費用 2 0.0 3 0.0 4 0.0

   経常利益 1,945 5.1 2,869 7.1 2,504 3.4

Ⅵ 特別利益
 
 

3 0.0 39 0.1 54 0.1

Ⅶ 特別損失
 
 

142 0.4 197 0.5 289 0.4

   税引前中間(当期) 
   純利益

1,805 4.7 2,711 6.7 2,270 3.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,148 1,099 1,128

   法人税等調整額 △331 816 2.1 86 1,186 2.9 △ 50 1,078 1.5

   中間(当期)純利益 988 2.6 1,525 3.8 1,192 1.6

   前期繰越利益 1,505 ─ 1,505

   中間配当額 ― ― 572

   中間(当期)未処分 
   利益

2,494 ─ 2,125



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

  

 
  

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
資本金

資 本 利 益

その他利益剰余金

利 益
自己株式

その他 資 本

別  途 繰越利益準備金 資 本 剰余金 準備金 剰余金 合 計

剰余金 合 計 積立金 剰余金 合 計
(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成17年11月30日残高 7,297 10,430 0 10,430 1,224 3,000 2,125 6,350 △ 175 23,902

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 572 △ 572 △ 572

 役員賞与 △ 31 △ 31 △ 31

 中間純利益 1,525 1,525 1,525

 自己株式の取得 △ 17 △ 17

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額 

 (純額)

─

中間会計期間中の変動額合計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 920 920 △ 17 903

平成18年５月31日残高 7,297 10,430 0 10,430 1,224 3,000 3,045 7,270 △ 192 24,805

評価・換算差額等

その他有価証券 評価・換算
純資産合計

評価差額金 差額等合計

(百万円) (百万円) (百万円)

平成17年11月30日残高 85 85 23,988

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 572

  役員賞与 △ 31

 中間純利益 1,525

 自己株式の取得 △ 17

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額 

 (純額)

8 8 8

中間会計期間中の変動額合計 8 8 911

平成18年５月31日残高 94 94 24,900



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前事業年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) たな卸資産

   原材料のうち鶏肉については

先入先出法による低価法、そ

れ以外のたな卸資産について

は先入先出法による原価法に

よっております。

 (1) たな卸資産

同左

 (1) たな卸資産

同左

 (2) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

    移動平均法による原価法を

採用しております。

 (2) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

 (2) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ② その他有価証券 

時価のあるものについて

は、中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算

定)、時価のないものにつ

いては、移動平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

なお、取得原価と債券金額

との差額の性格が金利の調

整と認められるものについ

ては、償却原価法を採用し

ております。

  ② 満期保有目的の債券

     償却原価法（定額法）であ

ります。

  ② 満期保有目的の債券

    償却原価法（定額法）であ

ります。

    

  ③ その他有価証券 

時価のあるものについて

は、中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算

定)、時価のないものにつ

いては、移動平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

なお、取得原価と債券金額

との差額の性格が金利の調

整と認められるものについ

ては、償却原価法を採用し

ております。

  ③ その他有価証券 

時価のあるものについて

は、決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定)、時

価のないものについては、

移動平均法による原価法を

採用しております。 

なお、取得原価と債券金額

との差額の性格が金利の調

整と認められるものについ

ては、償却原価法を採用し

ております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物 ７～20年

機械及び装置 ３～９年

車両及び 
運搬具

３～６年

工具器具備品 ５～９年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

また、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

   定額法を採用しております。

 (3) 長期前払費用

同左

 (3) 長期前払費用

同左



前中間会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前事業年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売掛債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。な

お、数理計算上の差異は、そ

の発生時の翌期に一括損益処

理することとしております。

 (2) 退職給付引当金

同左

 (2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき計上し

ております。

   また、数理計算上の差異は、

その発生時の翌期に一括損益

処理することとしておりま

す。

 (3) 役員退職慰労引当金

   役員退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。

 (3) 役員退職慰労引当金

同左

 (3) 役員退職慰労引当金

   役員退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

 (4) ポイント引当金

   販売促進を目的とするポイン

トシステム制度に基づき、顧

客に付与したポイントの利用

に備えるため、当中間会計期

間末において将来利用される

と見込まれる額を計上してお

ります。なおこれは、当中間

会計期間よりピザハットのポ

イント制を開始したことに伴

い計上したものであります。

 (4) ポイント引当金

   販売促進を目的とするポイン

トシステム制度に基づき、顧

客に付与したポイントの利用

に備えるため、当中間会計期

間末において将来利用される

と見込まれる額を計上してお

ります。

 (4) ポイント引当金

   販売促進を目的とするポイン

トシステム制度に基づき、顧

客に付与したポイントの利用

に備えるため、当事業年度末

末において将来利用されると

見込まれる額を計上しており

ます。なおこれは、当事業年

度よりピザハットのポイント

制を開始したことに伴い計上

したものであります。

４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が、借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

同左 同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前事業年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

───── (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第4号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

─────

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、24,900百万円でありま

す。  

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。

─────



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

───── (中間貸借対照表)

 前中間会計期間まで流動資産「その他」に含めて表

示しておりました「短期貸付金」については、総資産

に対する重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間会計期間の「短期貸付金」は、39百万

円であります。

前中間会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前事業年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が74百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、74百

万円減少しております。

─────  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年4

月1日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年2月13日企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が137百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、

137百万円減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間（自 平成17年12月1日 至 平成18年５月31日） 

 
  

  

  
  

前中間会計期間末 
(平成17年５月31日)

当中間会計期間末
(平成18年５月31日)

前事業年度末 
(平成17年11月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

17,921百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

17,218百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

17,710百万円

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※２ 消費税等の取扱い

同左

─────

前中間会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前事業年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 13百万円

賃貸料 53百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 4百万円

賃貸料 46百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 16百万円

賃貸料 98百万円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 623百万円

無形固定資産 107百万円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 674百万円

無形固定資産 91百万円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 1,373百万円

無形固定資産 209百万円

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 71,001 8,122 ─ 79,123

(変動事由の概要)

 増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取による増加 8,122株



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年12月１日
至 平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

前事業年度
(自 平成16年12月１日
至 平成17年11月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品 
(百万円)

取得価額相当額 623

減価償却累計額相当額 371

中間期末残高相当額 252

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品
(百万円)

取得価額相当額 562

減価償却累計額相当額 385

中間期末残高相当額 176

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具備品 
(百万円)

取得価額相当額 621

減価償却累計額相当額 392

期末残高相当額 228

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 134百万円

１年超 125百万円

合計 260百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 107百万円

１年超 76百万円

合計 183百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 119百万円

１年超 116百万円

合計 235百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 81百万円

減価償却費相当額 76百万円

支払利息相当額 4百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 75百万円

減価償却費相当額 70百万円

支払利息相当額 4百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 158百万円

減価償却費相当額 148百万円

支払利息相当額 9百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 29百万円

１年超 15百万円

合計 45百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 20百万円

１年超 1百万円

合計 21百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 29百万円

１年超 0百万円

合計 30百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年５月31日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年５月31日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年11月30日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成18年７月20日開催の取締役会において、第38期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 中間配当金総額       572百万円 

 １株当たりの額         25円 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第37期(自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日) 平成18年２月23日関東財務局長に

提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年８月25日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成16年12月１日から平成17年11月30日までの連結

会計年度の中間連結会計期間(平成16年12月１日から平成17年５月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社及び連結子会社の平成17年５月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年12月１日から平成17年５月31日

まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  原  良  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年８月24日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結

会計年度の中間連結会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社及び連結子会社の平成18年５月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日

まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  原  良  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年８月25日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成16年12月１日から平成17年11月30日までの第37

期事業年度の中間会計期間(平成16年12月１日から平成17年５月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成17年５月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間(平成16年12月１日から平成17年５月31日まで)の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  原  良  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年８月24日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第38

期事業年度の中間会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成18年５月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  原  良  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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